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Ⅴ　会社の体制及び方針
１．業務の適正を確保するための体制

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ社会的責任を果

たすため、実効性のある内部統制システムの構築と法令遵守体制の確立に努める。

②　当社は、コンプライアンスを統括する組織として、社長を委員長とするコンプ

ライアンス委員会を設置し、コンプライアンス体制の構築と推進を行う。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　「文書保存規程」に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書又は電子的媒体に

記録し、保存する。取締役は、「文書保存規程」により、常時、これらの文書等を

閲覧できる体制を整備する。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①　各部門長は、「職務決裁権限規程」で付与された権限の範囲で職務を遂行し、

その権限を越える場合は、「稟議規程」に定めるところの担当役員以上の決裁を

受けることにより、事業の損失（リスク）を管理する。

②　事業遂行部門に対する内部統制機能を担う部門として財務部を位置づけ、各事

業のリスクを監視する。

③　内部監査室はリスク管理の状況に関して調査を行い、代表取締役をはじめ各取

締役（監査等委員である取締役を除く。）並びに監査等委員会に報告する。その

報告に基づき問題点の把握を行い、リスク管理体制の見直しを行う。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①　取締役会において、経営の基本方針、経営戦略を決定するとともに中期経営計画、

年度予算の具体的な経営目標を定め、進捗状況を定期的に確認しその達成を図る。

②　取締役会は、各取締役の権限、責任の分担を適正に行い、会社の経営に関する

意思決定及び執行を効率的に行う。

③　取締役会は、「職務権限規程」「稟議規程」「関係会社管理規程」等を整備し、

適切な監督体制を構築する。

(5) 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

①　当社は、当社が定める「関係会社管理規程」に基づき、子会社の営業成績・財

務状況その他の重要な情報について、当社への定期的な報告を義務づける。

②　当社の取締役会は、子会社の各々担当取締役を任命し、子会社の事業運営につ

いて監督するとともに、定期的に子会社の業務及び取締役等の職務執行状況の報

告を受ける。

③　当社は、当社グループ全体のリスク管理の責任部署を当社の財務部に定め、グ

ループ全体のリスクを網羅的・統括的に管理する。

④　当社は、年度計画に則り、当社グループが達成すべき目標を明確化するととも

に、子会社ごとに業務遂行状況の評価・管理を行う。

⑤　コンプライアンス委員会は、当社グループの「コンプライアンス規程」「コン

プライアンスガイドライン」の見直しをするとともに研修等を実施し、当社グル

ープ全ての取締役及び使用人に周知徹底を図る。
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(6) 監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項

①　監査等委員会が、その職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、必要

な人員を配置する。

②　当該使用人の人事異動、人事評価及び懲戒に関しては、監査等委員会の事前の

同意を得るものとする。

③　当該使用人は、監査等委員会の指揮命令下に置くものとする。

(7) 監査等委員会への報告に関する体制

①　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は、当社の業務

又は業績に影響を与える重要な事項について監査等委員会に報告する。

②　当社グループの取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は、当

社の監査等委員会から業務執行に係る事項について報告を求められたときは、速

やかに適切な報告を行う。

③　当社グループの取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は、当

社グループに多大な損害を及ぼすおそれのある事実があることを発見したときは、

「内部通報制度規程」に基づき遅滞なく当社の監査等委員会に報告する。

④　監査等委員会に報告をした者は、その報告をしたことを理由として、不利益な

取り扱いを受けないものとする。

(8) 監査等委員の職務執行(監査等委員会の職務執行に関するものに限る。）について

生ずる費用等の処理に係る方針に関する事項

　当社は、監査等委員がその職務の執行について必要な費用の前払い等の請求をし

たときは、速やかに当該費用又は債務を処理する。

(9) その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①　監査等委員は、定期的に代表取締役と情報共有を行う機会を確保されるととも

に、業務の意思決定に至るプロセスのほか、監査に必要な情報を把握するため、

取締役会、経営会議及びコンプライアンス委員会のほか重要な会議に出席する。

②　監査等委員会と内部監査室並びに会計監査人は、定期的な協議の機会を設けて

連携を図る。

(10)反社会的勢力を排除するための体制

　当社は、企業及び市民社会の秩序に脅威を与える反社会的勢力に対しては、毅然

とした態度で臨み、外部専門機関と連携しながら断固として対決し、一切の関係を

遮断する姿勢で臨むことを基本方針とする。

２．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　当社は、コンプライアンス意識の向上と不正行為等の防止を図るため、基本方針を

明記した携帯用カード（北川精機グループのコンプライアンス・企業倫理・行動規範）

を当社及び子会社の役員及び全従事者に配布するとともに、内部通報制度の周知徹底

を図りました。

　当社の取締役会は、当社及び子会社の業務の適正を確保するための体制の運用につ

いて定期的に検証を行いました。

　当社は、財務報告の信頼性を確保するため「財務報告に係る内部統制に関する実施

計画書」に基づき、内部統制評価を実施いたしました。

　当社の内部監査室は、内部監査基本計画に基づき、当社及び子会社の内部監査を実

施いたしました。
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連結株主資本等変動計算書

( 2018年７月１日から
2019年６月30日まで )

（単位：千円）

株    主    資    本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,335,010 1,340,745 △1,154,118 △1,094 1,520,542

当 期 変 動 額

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

160,238 160,238

自 己 株 式 の 取 得 △20 △20

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － 160,238 △20 160,218

当 期 末 残 高 1,335,010 1,340,745 △993,880 △1,114 1,680,760

その他の包括利益累計額
非 支 配
株 主 持 分

純資産合計その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

その他の包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 1,462 7,457 8,919 355,145 1,884,606

当 期 変 動 額

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

160,238

自 己 株 式 の 取 得 △20

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

1,308 △2,803 △1,495 74,932 73,437

当 期 変 動 額 合 計 1,308 △2,803 △1,495 74,932 233,655

当 期 末 残 高 2,770 4,653 7,424 430,077 2,118,262

（注）　記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結注記事項

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　４社　ホクセイ工業株式会社・キタガワエンジニアリング株式会社・

北川精机貿易（上海）有限公司・株式会社中國機設

２．持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、ホクセイ工業株式会社、キタガワエンジニアリング株式会社及び株式

会社中國機設の事業年度末日は３月31日であります。連結計算書類の作成に当たっては、同

事業年度末日現在の計算書類を使用しております。ただし、４月１日から連結会計年度末日

６月30日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

　北川精机貿易（上海）有限公司の事業年度末日は12月31日であります。連結計算書類の作

成に当たっては、連結会計年度末日で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの………連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

時価のないもの………移動平均法による原価法

②　たな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

製品・仕掛品……………個別法

原材料……………………移動平均法

貯蔵品……………………先入先出法

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産……………定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を

除く。）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及

び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　７～38年

機械装置及び運搬具　４～17年

②　無形固定資産……………定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用

可能期間（５年以内）に基づいております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金………………債権の貸倒れによる損失に備えて、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収
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可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金………………従業員の賞与の支給に備えて、支給対象期間に基づき支給見込

額を按分して計上しております。

③　製品保証引当金…………製品納入後の無償修理費用の支出に備えて、過去の実績に基づ

き必要見込額を計上しております。

④　役員退職慰労引当金……連結子会社の役員に対する退職慰労金の支給に充てるため、内

規に基づく当連結会計年度末現在の要支給額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

　当社及び国内連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係

る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結会計年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。

(6) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　  消費税等の会計処理……税抜方式によっております。

表示方法の変更に関する注記

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）

を当連結会計年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示

し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

連結貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 4,593,619千円

２．担保に供している資産

建物 483,727千円

土地 1,109,021千円

上記に対応する債務

短期借入金 1,100,000千円

１年内返済予定の長期借入金 92,496千円

長期借入金 654,056千円

連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．発行済株式に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度
期 首 株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末
株 式 数

普 通 株 式 7,649,600株 －株 －株 7,649,600株
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２．自己株式に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度
期 首 株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末
株 式 数

普 通 株 式 1,796株 42株 －株 1,838株

３．配当に関する事項

　該当事項はありません。

４．当連結会計年度の末日における新株予約権の目的となる株式の種類及び数

　該当事項はありません。

金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等リスクの低い金融商品に限定し、資

金調達については銀行借入による方針であります。

　営業債権である受取手形及び売掛金は、債権管理規程に沿ってリスク低減を図っております。

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、上場株式については定期

的に時価の把握を行っております。

　借入金のうち、短期借入金は運転資金であり、長期借入金は主に設備投資に係る資金調達

であります。

２．金融商品の時価等に関する事項

　2019年６月30日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの

差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認めら

れるものは、次表には含めておりません((注)２をご参照ください。）。
（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 現金及び預金 1,771,747 1,771,747 －

(2) 受取手形及び売掛金 1,980,741

貸倒引当金（※） △5,501

受取手形及び売掛金(純額) 1,975,240 1,975,240 －

(3) 投資有価証券 29,742 29,742 －

資 産 計 3,776,729 3,776,729 －

(1) 支払手形及び買掛金 830,940 830,940 －

(2) 電子記録債務 391,396 391,396 －

(3) 短期借入金 1,375,000 1,375,000 －

(4) 長期借入金 949,293 949,293 －

負 債 計 3,546,629 3,546,629 －

※受取手形及び売掛金に対して計上している貸倒引当金を控除しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1) 現金及び預金

　預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。
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(2) 受取手形及び売掛金

　これらは主として短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。

(3) 投資有価証券

　株式は取引所の価格によっております。

負債

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 電子記録債務、(3) 短期借入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該帳簿価額によっております。

(4) 長期借入金

  元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在

価値により算定しております。ただし、変動金利によるものは、短期間で市場金利が

反映されるため、時価は簿価価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。なお長期借入金には１年内返済予定の長期借入金が含まれております。

２．非上場株式19,682千円（連結貸借対照表計上額）は、市場価格がなく、時価を把握す

ることが極めて困難と認められることから、「(3) 投資有価証券」には含めておりま

せん。

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 220円74銭

１株当たり当期純利益 20円95銭

重要な後発事象に関する注記

（資本金、資本準備金及び利益準備金の額の減少並びに剰余金の処分）

　当社は、2019年８月19日開催の取締役会において、2019年９月26日開催予定の第63期定時

株主総会に、資本金、資本準備金及び利益準備金の額の減少並びに剰余金の処分を付議する

ことについて決議いたしました。

１．資本金、資本準備金及び利益準備金の額の減少並びに剰余金の処分の目的

　繰越利益剰余金の欠損を填補し、財務内容の健全化を図るとともに、株主還元を含む資本

政策の柔軟性及び機動性を確保することを目的としております。

２．資本金、資本準備金及び利益準備金の額の減少の要領

　会社法第447条第１項及び会社法第448条第１項の規定に基づき、資本金及び資本準備金の

一部を減少しその他資本剰余金に、利益準備金の全額を減少し繰越利益剰余金に、それぞれ

振替えるものであります。なお、本件は、払い戻しを行わない無償減資であり、発行済株式

総数を変更することなく、資本金等の額の減少を行いますので、株主の皆様の所有株式数に

影響を与えることはございません。

2019年６月30日現在の資本金、資本準備金及び利益準備金の額

　資本金　　　　　　1,335,010,000円

　資本準備金　　　　1,340,745,000円

　利益準備金　　　　　101,000,000円

減少する資本金、資本準備金及び利益準備金の額

　資本金　　　　　　1,035,010,000円

　資本準備金　　　　1,240,745,000円
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　利益準備金　　　　　101,000,000円

増加する剰余金の項目及びその額

　その他資本剰余金　2,275,755,000円

　繰越利益剰余金　　　101,000,000円

資本金、資本準備金及び利益準備金の額の減少の効力発生日

　　　　　　　　　 　2019年11月１日

３．剰余金の処分の要領

　会社法第452条の規定に基づき、上記２の資本金、資本準備金及び利益準備金の額の減少の

効力発生を条件として、その他資本剰余金の一部及び別途積立金の全額を取崩し繰越利益剰

余金に振替え、欠損填補を行うものであります。

減少する剰余金の項目及びその額

　その他資本剰余金　1,714,767,655円

　別途積立金　　　　  950,000,000円

増加する剰余金の項目及びその額

　繰越利益剰余金　　2,664,767,655円

４．上記２及び３の結果

　それぞれの項目は次のとおりとなります。

　資本金　　　　　　　300,000,000円

　資本準備金　　　　　100,000,000円

　その他資本剰余金　　560,987,345円

　利益準備金　　　　　　　　　　0円

　別途積立金　　　　　　　　　　0円

　繰越利益剰余金　　　　　　　　0円

５．資本金、資本準備金及び利益準備金の額の減少の日程（予定）

　株主総会決議日　　　　　　2019年９月26日

　債権者異議申述公告日　　　2019年９月30日

　債権者異議申述 終期日　　2019年10月31日

　効力発生日　　　　　　　　2019年11月１日

（連結子会社の株式譲渡）

　当社は、2019年８月19日開催の取締役会において、連結子会社であるキタガワエンジニア

リング株式会社の全株式を同社へ譲渡することを決議し、2019年８月28日に株式譲渡契約を

締結し、2019年８月30日に全保有株式を譲渡することとなりました。当該譲渡により、同社

は、当社の連結子会社から除外されることとなりました。また、同社の100％子会社（当社に

おける孫会社）１社についても当社の連結子会社から除外されることとなりました。

１．株式譲渡の理由

　キタガワエンジニアリング株式会社（当社48.0％出資）は、1999年に当社から分社し、

長年にわたって当社の祖業である建材機械事業分野を担ってまいりました。

　この度、当社グループの事業内容について見直しを行った結果、現在の両社間において

事業シナジー効果はなく、事業の選択と集中を図り中長期にわたり業績を拡大するために

は同社の株式を譲渡して成長事業を柱とした事業領域に経営資源を集中することが、当社

グループの成長並びに経営の効率化につながるものとの判断に至りました。

　当社は譲渡代金をCFRP（炭素繊維）関連事業等の成長分野に投入するため、同社が当社

保有株式を自己株式として取得することとして、同社との間で株式譲渡契約を締結するこ
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とを決定いたしました。

２．当該子会社及び譲渡先の概要

名称　　　　キタガワエンジニアリング株式会社

事業内容　　合板プレス機械の製造・販売

取引内容　　債務保証（解消予定であります。）、工場設備の賃貸

３．株式譲渡数、譲渡価格及び譲渡前後所有株式の状況

譲渡前の所有株式数　　　　　480株

譲渡株式数　　　　　　　　　480株

譲渡価格の総額　　　　400,003千円

譲渡後の所有株式数　　　　　　0株

４．事業名及び当連結会計年度に計上されている売上高及び営業利益の額

建材機械事業　　　売上高　1,322,282千円、営業利益　218,352千円

５．損益に与える影響

　本株式譲渡に伴う、連結計算書類に与える影響は現時点では軽微であります。

その他の注記

（受取保険金に関する注記）

　「2018年９月台風21号」の影響により、神戸の梱包会社倉庫において発生した当社製品の

浸水被害に対する損害保険金の受取額であります。

（災害による損失に関する注記）

　「2018年９月台風21号」の影響による当社製品の浸水被害及び復旧費等であります。

（減損損失に関する注記）

　当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

用　途 場　所 種　類 減損損失

遊休資産
埼玉県越谷市 土地・建物等 178,100千円

広島県府中市 土地・建物等 69,396千円

　当社グループは、原則として、事業用資産については事業部を基準としてグルーピングを

行っており、遊休資産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。

　当連結会計年度において、事業の用に供していない遊休資産のうち、時価が著しく下落し

た資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（247,496千

円）として特別損失に計上いたしました。その内訳は、建物14,017千円、構築物67千円、工

具、器具及び備品303千円、電話加入権72千円及び土地233,035千円であります。

　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、建物及び土地

については不動産鑑定評価により評価しております。
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株主資本等変動計算書

( 2018年７月１日から
2019年６月30日まで )

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

固 定 資 産
圧縮積立金

特 別 償 却
準 備 金

別途積立金
繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,335,010 1,340,745 101,000 40,676 6,696 950,000 △2,839,937

当 期 変 動 額

特別償却準備金の取崩 △1,116 1,116

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 の 積 立 10,764 △10,764

固定資産圧縮積立金の取崩 △4,112 4,112

当 期 純 利 益 79,706

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － － 6,652 △1,116 － 74,170

当 期 末 残 高 1,335,010 1,340,745 101,000 47,329 5,580 950,000 △2,765,767

株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計
利益剰余金合計 自 己 株 式 株主資本合計

その他有価証券
評 価 差 額 金

当 期 首 残 高 △1,741,563 △1,094 933,096 1,462 934,558

当 期 変 動 額

特別償却準備金の取崩 － － －

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 の 積 立 － － －

固定資産圧縮積立金の取崩 － － －

当 期 純 利 益 79,706 79,706 79,706

自 己 株 式 の 取 得 △20 △20 △20

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

1,308 1,308

当 期 変 動 額 合 計 79,706 △20 79,686 1,308 80,994

当 期 末 残 高 △1,661,857 △1,114 1,012,782 2,770 1,015,553

（注）　記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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個別注記事項

重要な会計方針に係る事項

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

子会社株式…………………移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの…………事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの…………移動平均法による原価法

(2) たな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

製品・仕掛品………………個別法

原材料………………………移動平均法

貯蔵品………………………先入先出法

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産………………定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を

除く。）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及

び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　７～38年

機械及び装置　　９～17年

(2) 無形固定資産………………定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用

可能期間（５年以内）に基づいております。

３．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、当事業年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。

４．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金…………………債権の貸倒れによる損失に備えて、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金…………………従業員の賞与の支給に備えて、支給対象期間に基づき支給見込

額を按分して計上しております。

(3) 製品保証引当金……………製品納入後の無償修理費用の支出に備えて、過去の実績に基づ

き必要見込額を計上しております。

(4) 退職給付引当金……………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務の額及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

５．消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。
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表示方法の変更に関する注記

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）

を当事業年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、

繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

　また、税効果会計関係注記において、税効果会計基準一部改正第４項に定める「税効果会

計に係る会計基準」注解（注８）（評価性引当額の合計額を除く。）に記載された内容を追

加しております。

貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 4,242,437千円

２．担保に供している資産

建物 417,409千円

土地 834,121千円

上記に対応する債務

短期借入金 1,100,000千円

１年内返済予定の長期借入金 84,492千円

長期借入金 626,729千円

３．保証債務

キタガワエンジニアリング株式会社 35,331千円

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

短期金銭債権 1,122千円

短期金銭債務 3,650千円

損益計算書に関する注記

　関係会社との取引高

営業取引

売上高 19,662千円

仕入高 43,859千円

営業取引以外の取引

受取利息 1,371千円

受取配当金 9,600千円

受取賃貸料 1,560千円

株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式に関する事項

株 式 の 種 類
当 事 業 年 度
期 首 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度 末
株 式 数

普 通 株 式 1,796株 42株 －株 1,838株
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税効果会計に関する注記

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

税務上の繰越欠損金 1,464,273千円

たな卸資産評価損 8,226千円

貸倒引当金 1,416千円

未払費用 8,634千円

製品保証引当金 11,864千円

未払事業税 4,597千円

投資有価証券評価損 915千円

ゴルフ会員権評価損 11,822千円

関係会社株式評価損 59,489千円

減価償却超過額 21千円

減損損失 159,862千円

退職給付引当金 94,278千円

その他 7,543千円

繰延税金資産　小計 1,832,947千円

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △1,429,086千円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △319,424千円

評価性引当額　小計 △1,748,511千円

繰延税金資産　合計 84,435千円

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △20,770千円

特別償却準備金 △2,449千円

その他有価証券評価差額金 △1,215千円

繰延税金負債　合計 △24,435千円

繰延税金資産の純額 60,000千円
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関連当事者との取引に関する注記

　子会社及び関連会社等

（単位：千円）

種類 会 社 の 名 称
議 決 権 等 の
所有(被所有)
割 合

関 係 内 容
取引内容 取引金額 科目 期末残高役員の

兼任等
事業上の関係

子

会

社

ホクセイ工業株
式会社

所有
直接100.0％

兼任
３名

資金援助
貸付金の回収 20,000

関係会社
長期貸付金

50,000

受取利息 1,371 － －

キタガワエンジニ
アリング株式会社

所有
直接48.0％

兼任
２名

債務保証 債務保証 － － 35,331

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等
資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

２．子会社への関係会社長期貸付金に対し625千円の貸倒引当金を計上しております。

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 132円79銭

１株当たり当期純利益 10円42銭

重要な後発事象に関する注記

（資本金、資本準備金及び利益準備金の額の減少並びに剰余金の処分）

　当社は、2019年８月19日開催の取締役会において、2019年９月26日開催予定の第63期定時株

主総会に、資本金、資本準備金及び利益準備金の額の減少並びに剰余金の処分を付議すること

について決議いたしました。

　繰越利益剰余金の欠損を填補し、財務内容の健全化を図るとともに、株主還元を含む資本政

策の柔軟性及び機動性を確保することを目的としております。

　詳細は、連結注記事項「重要な後発事象に関する注記」をご参照ください。

（連結子会社の株式譲渡）

　当社は、2019年８月19日開催の取締役会において、連結子会社であるキタガワエンジニアリ

ング株式会社の全株式を同社へ譲渡することを決議し、2019年８月28日に株式譲渡契約を締結

し、2019年８月30日に全保有株式を譲渡することとなりました。当該譲渡により、同社は、当

社の連結子会社から除外されることとなりました。また、同社の100％子会社（当社における孫

会社）１社についても当社の連結子会社から除外されることになります。

　本譲渡に伴い、2020年６月期の計算書類において、関係会社株式売却益約400,000千円を特別

利益に計上する予定であります。

　詳細は、連結注記事項「重要な後発事象に関する注記」をご参照ください。
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